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●水素の利活用の促進
　燃焼時にCO２を排出しない水素
は、カーボンフリーなエネルギーと
して、幅広い産業分野で注目されて
います。
　６年ぶりに改定された「水素基本
戦略」では、水素の安全な利活用の
ため、大規模な水素サプライチェー
ンの構築に向けて、適用法令全般の
整理・明確化と保安規制の合理化・
適正化を図るなどの環境整備を、ス
ピード感を持って行なうという方向
性が示されています。
●建設業の請負契約透明化
　国土交通省中央建設業審議会基本
問題小委員会で、請負契約の透明化
による適切なリスク分担等について
の審議事項が示されました。

　今後、当事者間のコミュニケーシ
ョンを制度的に担保・推進するな
ど、契約適正化を推進する建設業法
等の見直しが検討されます。
●犯罪被害者支援の拡充
　犯罪被害者の支援を充実させる観
点から、弁護士による法律面のサポ
ートについて、支援の対象範囲やそ
のあり方等についての論点整理を行
なうため、「犯罪被害者支援弁護士
制度検討会／犯罪被害者支援弁護士
制度・実務者協議会」が設置されま
した。
●NTT完全民営化への道
　防衛費の財源として、政府保有の
NTT株を売却して一部を充てると
いう案が出ています。
　現行のNTT法では、政府が３分

の１以上の株を保有することが規定
されていますが、自民党は政府保有
のNTT株を売却するために、NTT
法の改正について検討するプロジェ
クトチームを設置する方針を明らか
にしています。
●男性育休取得率の公表義務を拡大
　常時雇用する労働者数が1,000人
超の事業主に対して、男性の育児休
業取得率の公表が義務付けられてい
ます。労働政策審議会雇用環境・均
等分科会では、その範囲を「従業員
300人超」に拡大する方向での検討
が進んでいます。
　男性の育児休業取得率の目標を掲
げる場合には、取得日数や育児・家
事時間等も含めた目標の検討が必要
だとも指摘されています。

　これまで紙の印刷物での発行が基
本とされてきた「官報」の電子化
は、わが国のデジタル化にとって象
徴的な取組みとされています。
　紙の官報は「インターネット版官
報（電子官報）」という形で、すで
にインターネット等で提供されてい
ますが、原本はあくまで紙の官報で
あり、電子官報は単なる付属物とし
て扱われています。
　電子官報を官報の「正本」とする
ことについて、デジタル臨時行政調
査会から、令和５年までに検討・論
点整理を終え、できるだけ早期に法
案を国会に提出する方針が示されて
いました。
　それを受けて設立された官報電子
化検討会議が、「官報電子化の基本

ステム障害等に備えた冗長性（余裕
のある状態）の確保、改ざん検知の
ための電子署名およびタイムスタン
プの活用等が挙げられています。
　電子署名等については、国の認定
制度に基づく信頼性の高い技術を採
用し、その時点で最適な技術に適宜
見直すこととされています。
　また、通信障害や災害等で電子的
に発行できない場合の代替措置とし
て、書面版官報の発行、緊急官報の
掲示を行ない、復旧後に電磁的記録
を作成してインターネットで情報提
供を行なうことが示されています。
　パブリックコメントの手続きを経
て最終的な基本的考え方が策定さ
れ、それを踏まえた新法が国会に提
出される見込みです。� ●▲

的考え方（案）」を公表しました。
●考え方（案）のポイント
　この案のポイントとして、次のよ
うな事項が示されています。
①　官報の電子的発行による、国民
の利便性向上（どこからでも、す
ぐに、無料で閲覧・入手可能）
②　インターネットが利用できない
人への配慮（印刷書面の配送・販
売、国会図書館等での閲覧）
③　電子化に伴うリスク（通信障
害、改ざん等）への対応
④　電子化の確実な実施およびデジ
タルを活かした業務効率化・利便
性向上の検討・実施
●リスクへの対応
　通信障害・改ざん等の予防策とし
て、サイバーセキュリティ対策、シ

官報電子化に向けた
基本的方針がまとまる


